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東日本大震災復興対策本部事務局

　　　　　　　　2011年12月

青湘】

．ノ

1轡懸1

ノ■
、

　　　　　　　　一』■、｝

　　　　　　　　匝飼

贈，認
　ヤ　　　　　　　　　ラド
　　～　　　　、”　巨　曜

　　1一
．一一「一r’　　［埋謹幅　　　1一一ザ￥．

｝　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧

，　　　　　　　　　　　　｝

タ　　　　　　　　　　＿■
，　　　　　　　　　　　　　　！

q
伺頃劃

駿

□η豊国■＝”コ帽r僧

※A偉的にぽ陰，で県寛

北海道＝送鷺断郊断

青森県：べ芦布三籍おいらせ鰐皓推断

岩手県：県内全市町村

宮城県：県内全市町村

瓢犠市臨擶飾瀞鰍
　　　難事鼎欝欝咳、醗
　　　たちなか市薗踏希潮粟市碓笑管市那封市

　　　蝋齢蟷擶磯節かすみがうら市瓢路
　　　神栖市行方市鉾苗市つくばみらい市小難
　　　市衰毅断案艦齢麟断粛竃籍実字缶
　　　美都蒲為　阿撹斬　対閃醐　利糖

栃木県・ﾀ騰麟灘譜重、，準
　　　錨鎖鴬笛市釜鴇茂果断ボ賀断讃財

「摯隷：蝶蝶、縛犠希崩市姫希

　　　佐讐市葉饗希窟浩習慧野市八半径市辮
　　　子市浦婆希前置希ゴ鄭匝鍵希蕃厳命
　　　礁滋，．講論贈翻鰍，，多論難欝

1糞繍職撫横芝光町　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2



復興特別区域としての計画作成が

　できる地方公共団体の区域

一
」

東日本大震災により一定の被害が生じた区域である

　財特法の特定被災区域等（222市町村の区域）

復興特別区域基本方針
　　　（閣議決定）

【主な内容】

・復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進の意義に関する事項
・復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進のために政府が着実に実施
すべき地方公共団体に対する支援その他の施策に関する基本的な方針

・復興推進計画の認定に関する基本的な事項
・復興特別区域における特別措置　等

　　　　　　　　ラヨ
1国と地方の協調

一・ n域からの新たな　l

l特例の提案等につ　…

いて協議　　　　1

蠣擢器聯劉
’・

ｻ地で開催　　　　l
i・復興庁が被災地の1

、立場に立って運営　1
　　　　　　　　　」

　復興推進計画の作成

県、市町村が単独又は共同

して作成

民間事業者等の提案が可能；

個別の規制、手続の特例や
税制上の特例等を受けるため

の計画

内閣総理大臣の認定

復興整備計画の作成

市町村が単独又は県と共同一

一して作成

土地利用の再編に係る特例
許可・手続の特例等を受け

るための計画

㌧　一一

。必要に応じ、公聴会、公告、縦覧

・復興整備壌議会で協議・同意

　　　　計回の公表

土地利用再編のための
　　　　　特例

・事業に必要な許可の特例
・手続のワンストップ処理

・新しいタイプの事業制度の

活用

　復興交付金事業計画の
　　　　　作成

市町村が単独又は県と共同
して作成

交付金事業（著しい被害を受

けた地域の復興のための事業
）に関する計画

内閣総理大臣に提出

　　　　　　　　　・住宅、産業、まちづくり、医療・

　　　　　　　　　　福祉等の各分野にわたる規制、

特例の追加、充実1手続の特例
　　　　　　　　　・雇用の創出等を強力に支援
　　　　　　　　　　する税制上の特例措置
　　　　　　　　　・利子補給

　　　　　　■．一；・

後輿地域づくりを支援する

新たな交付金（復興交付金）

・40のハード補助事業を一括化

・使途の緩やかな資金を確保

・地方負担を全て手当て

・執行の弾力化・手続の簡素化

　　　　　　　　　　　　3

復興推進計画は、個別の規制・手続の特例や税制上の特例等を受けるために、県、市町村

が単独又は共同して作成する計画。民間事業者等からの提案も可能。

国の認定を受けることにより、規制の特例等が適用。

復興推進計画の作成

　　　地域協議会

（設置は任意。ただし一部の特

例等を活用する場合等は必置）

　　　意見聴取

（県・市町村は、関係地方公共

団体及び後輿推進事業の実施
主体への意見聴取が必要）

復興推進計画の申請（復興局へ）

一

　　　同意手続

（復興庁において、関係行政機

関の長の同意手続を行う）

復興推進計画の認定（復興庁）

〉規制の特例等を活用した事業の実施

＞税制の特例を講じる事業者の指定等

＊計回の認定後の変更は随時可能。

《復興推進計画に位置付ける事項》
・規制の特例措置

・課税の特例措置

・復興特区支援利子補給金の支給等

《留意事項》

・計画作成主体と記載事項は、柔軟に設定可能
例①：県が産業集積関係の税制上の特例、市町村が公営住宅の整備等、県と市町村が

　　　分野毎に役割分担して計画を作成

例②：県が複数市町村の区域についてまとめて計画を作成
例③：計画の一部事項から作成し、その後、計画を拡充・変更

・復興推進計画、復興整備計画、復興交付金事業計画の3つまとめての作成も可能

・作成している県・市町村の復興計画に復興特区の計画事項の記載も可能

・事前相談も実施

（後輿庁・復興局設置までは、復興対策本部事務局、現地対策本部事務局）

《計画の概要（記載事項）》

①復興推進計画の区域、目標、取組内容
②「①」で実施する各特例を適用する復興推進事業の内容、実施主体（見込みで可）、

　事業ごとの特別措置の内容
③復興産業集積区域、復興居住区域等の区域（税制の特例適用（※〕等、必要な場合

　のみ）

④「③』で実施する復興推進事業の内容、実施主体（見込みで可）、事業ごとの特別

1措置の内容

（※）産業集積関係の税制上の特例を活用する場合には、復興産業集積区域の設定が必須。

　　優良賃貸住宅関係の税制上の特例を活用する場合には、復興居住区域の設定が必須。　4



1．個別の規制、手続の特例

①住宅の確保

　・公営住宅等の整備に係る入居者資格要件の特例

　・公営住宅の被災者への醸渡制限期間を耐用年限の1／4から1／6に短縮

　・公営住宅の用途廃止、社会福祉法人等による使用、事業主体変更について、手続の簡素化

②産業の活性化

・食料供給等施設（農林水産物加工・販売施設、バイオマスエネルギー製造施設等）の整備について、

　　農地転用許可や林地開発許可に係る手続の一元化及び優良農地での整備を可能とする特例

・工場立地法及び企業立地促進法における緑地規制の特例

・漁業権の免許に関する特別の措置

・応急仮設店舗・工場等の存続可能期間の延長の特例

・他の水利使用に従属する小水力発電に関する河川法等の手続の簡素化

・仮設店舗等についての都市公園の占用に関する制限の緩和（政令事項〉

・医療機器製造販売業等の許可基準の緩和（省令事項）

③まちづくり

・建築基準法における用途制限に係る特例

・特別用途地区における建築物整備に係る手続の簡素化

・バス路線の新設・変更等に係る手続の特例

・鉄道ルートの変更に係る手続の特例

5

1．個別の規制、手続の特例（続き）

④医療、福祉等

　・確定拠出年金に係る脱退一時金の特例

　・医療機器製造販売業等の許可基準の緩和（省令事項）

　・被災地における医療・介護確保のための特例〔省令事項）

　　　→病院の医療従事者の配置基準に係る弾力的対応

　　　→病院等以外の者による坊間リハビリ事業所の開設に係る弾力的対応

　　　→介護施設等に対する医師の配置基準等に係る弾力的対応

　・被災地の薬局等の構造設備基準の特例（省令事項）

⑤補助金等により取得した財産を転用する承認手続の特例

2．政令又は省令で規定する特例措置について、政令は施行令、省令は復興庁（※）

　と規制所管省庁の共同省令でそれぞれ対応

3．施行令又は復興庁令（※）・主務省令で定めるところにより、政令又は主務省令で

　規定された規制のうち地方公共団体の事務に係るものについて、条例での特例

　措置を可能とする

◆法律規制事項についての新たな規制の特例措置を実現するスキーム

〔※）復興庁が設置されるまでの間は、復興庁は内閣府、復興庁令は内閣府令
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現行の確定拠出年金制度は、60歳到達前の中途での脱退は原則として認められていないが、復興特別

区域制度の枠組みの中で一定の要件を満たした者については、確定拠出年金制度からの中途脱退を可

【現行】年金資産額が少額な場合等のみ中途脱退が可能

年金資産額
1、5万円超

企業型年金
の資格を喪失

↓　年金資産顧

　1．5万円以下

中途脱退可

個人型年金

の資格を喪失

個人型加入資格なし
（3号、公務員等） 中途脱退可

〔要件〕

■年金資産額50万円以下

　　　　又は
・加入者期間3年以下

個人型加入資格あり　　　’””一”””’”：
〔自営業者等） …・ P≡中途脱退不可：

　　　　　　　　　　■　　囑■■■■■■■■■■■■■■■5

特例の内容

◎震災により住居又は家財が損害を受け、

　退職等した加入者であった者について、

　一定の要件を満たす場合に脱退一時金
　の支給を認める。

〔要件〕

く企業型〉

①震災発生から2年以内に震災により退職し、

　請求時点で第2号被保険者でないこと
②請求日まで6月以上個人型の掛金拠出なし

③年金資産額が100万円以下　　等

く個人型＞
①震災発生から2年以内に運用指図者となり、

　請求時点で第2号被保険者でないこと

②請求日まで6月以上個人型の掛金拠出なし

③年金資産額が100万円以下　　等

ボ　　りりりりににリトいナトにい　りり　　リト　にロドリリにりり　　　リナリル　にロ　りりにナ　ド　ド　リけ　リコリトにいにに　い　ロロ　ナ　ロリ　りリロリリリリドリにりりりにり　　ロリド　ロドにりリトリリ　　　　しドナヤ

i☆今後の手続　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i・被災自治体が、脱退一時金を活用した地域の振興に係る事業（例＝商店街の復興や災害に強い街づくり等）を盛り込んだ　i
i　復興推進計画を内閣総理大臣に申請し、認定を受ければ、その日以後、平成27年度末までの間、特例措置が適用される。i

聾… @　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　””・”””””””・””””””””””・””””””””””甲”””””B3

【規制の現状】

薬事法において、医療機器の製造販売業者はr総括製造販売責任者」を、製造業者はr責
任技術者」を置かなければならないとされており、それらの資格要件の一つとして、実務経

験の要件（3年）が定められている。

【規制緩和の必要性】

被災地の産業を創出するために、医療機器の製造拠点を誘致することが必要。
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【対応方針】

医療機器の総括製造販売責任者等の資格要件の一つである実務経験の要件（3年）に
関する基準については、道県が復興推進計画に定める基準（品質管理上、保健衛生上

等の観点から現行の基準に相当する基準）を適用することとする。
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O東北地方にはもともと内観鏡等の医療機畢分野で競争力のある企業の主カ工場が立地。

O東北地方の特色・強みを活かした革新的医療機器の創出を図り、東北地方の雇用と産業を創出するため、規制緩和や開発助成を実施。

革新的な医療機器の開発促進 医療機器製造拠点の勝致

①岩手プロジェクト

　　　　　医王遮携拠点病院　　1

欝乎大学工学部　　　　　当千医料大学医学郁

②宮城プロジェクト

　医工進携中枝病院
（ネットワーケの中心、「も活用）

　東北大学

　③福島プロジェクト　　　一…一一一………

泌日本蝉医工鵜勲熊
1・… @　工学郁　　〔中檎病院とのネットワーウ）
1鵬岬

F薯鵠向轟糎撫

内視饒手術器具等の開館
　　岩手県はコバルト

・国産手術用ロボット等の開先

・放射線治療の合成装置等の開発

革新的医療機器の創出による

治療機器開先の国際競←力強化

東‡地方の
医工適携

ネットワーク

化による革

新的医療機
器の割出

9

遇
迅速な

実用化

製造拠点を誘致
医療機器の製造拠点を東北地
方に誘致し、産業と雇用の創
出及び輸出振興を図る。

轟轟県

嘉’・一
　　　　　　　　山醇県
　　　　工場誘致

賑…・而

開発拠点に対する

研究費の重点化

・医王連携にかかる

研究費の重点的な
投入

医療機器治験への
助成事業（三次補正）

・各プロジェクトにかかる

医師主導治験等を助成

窄，盧

税制撤置

・復興特区法に係る

税制上の措置等

④「介護老人保健施設の人
員、施設及び設備並びに運
営に関する基準」の特例 騰

　　　　　　　　　　触雌薩療1緬癖鴨、

　　　　　　　　　　2凌叡慮瘍鴨尊

　　　　　　　　　　　　｛日轍生漕’屡外｝

匿働応掴

外部の医療機関との連携を条件

に、医師管理者や常勤医師の配　　　　　伊＿と箕。”買価07審捌
置を緩和。

　　　　　　　　　　　　　　、　1

　　　　　　　　　　　　　　　■”r　－r
　　　　　　　　　　　　　蕃人倶葡諭骸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陶富細
　　　　⇔網黄■竃人ホーム

鑛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■■』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■■
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　II　Il

外部の医療機関等との連携を条
件に、医師の配置を緩和。

騰

③r特別養護老人ホームの
設備及び運営に関する基
準」等の特例

日常生活圏域

①「医療法施行規則』の特例

田

龜

　　　荏皐真鯉齢纏扁尊
く24齢■の荏亀一纏ニーズに紺魔＞

晒
．罰し

■耽

O病院の医療従事者の配置基準に関
する弾力的対応を可能とする。

・地域の実情に応じ妥当な計算方法に

より計算

・他の医療機関との連携等を条件に、

医師配置について緩和

呂

二二自24賄鱗端醒㎜蟷
　　　　‘訪簡暑口を含む〕

」

訪問リハビリ事菓漸

痢院、診療所以外でも肋間リハビ1」を行う事業所の

設置を可能とする。

②「指定居宅サービス等の事業の人員．

設備及び運営に関する基準」等の特例
36



【被災地のニーズ】

被災地の薬局や一般用医薬品のみを販売する店舗の面積が基準を満たさない場合でも、
薬局等を開設できるよう、薬局等構造設備規則の緩和が求められている。

薬φ

為
熟

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

議

朧構痴蜆貝ljで、轟の店舗面積、ま、98㎡以上と副

；ている。また、一般用医薬品のみを販売する店舗の面積は13、2㎡
1

以上とされている。
　
　

　
一
／　

7

」
一

　
｝

　
一」＼　マ

【特区の必要性】

東日本大震災で、薬局等が甚大な被害を受けたことにより、住民

への医薬品の提供が困難な地域がいまだ存在する。

被災地の住民が少しでも身近なところで医薬品を入手できることは、

保健衛生上重要。

【対応方針】

I　O　面積が基準を満たさない場合でも、保健衛生上支障を生ずるおそれがないと認め

　たものについては、県等が薬局等の開設許可を与えることができるよう特例的な措置
L…窒襲笹趣攣讐の肇局等9華鬘9客寧青青ラ免…一一一、一　　　一＿一…一一…一一一
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